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Ⅰ  目標（2010年） 
① すべての人々がブロードバンドへアクセス 
③ IPv6への移行、ICTでアジアが世界をリード 
⑤ 文化的財産等のデジタル・アーカイブ化 
⑦ 情報通信分野の技術者・研究者を大幅に増加 

② アジア・北米・欧州間の情報流通量を均衡化 
④ 人々が安心して情報通信技術を利用できる環境の整備 
⑥ 主要言語間の機械翻訳技術の開発・実用化 

アジア域内の情報流通が活性化し、アジアが世界の情報拠点（ハブ）になることを目指す 

Ⅱ  「アジア・ブロードバンド計画」の推進　＜これまでの取組例＞ 
 1　アジア・ブロードバンド計画推進等に関する各国との協力取決め等 
（1）二国間協力関係の構築 

・インドネシア、ベトナム、タイ、マレーシア、カンボジア、フィリピン、中国、韓国、インドの情報通信主管大臣等との間で、共同声
明等を採択 
・インドネシア、タイ、ベトナム、フィリピン、マレーシア、モンゴル、カンボジアとの間で、具体的協力内容について政策対話を実施 

（2）多国間協力関係の構築 
・日中韓の情報通信主管大臣の間で、ICT 9分野の協力に合意。それぞれの分野ごとにワーキンググループ等を開催 
・APT、APEC、ASEAN＋3等の国際会議において、アジア・ブロードバンド計画に基づく協力の働きかけを実施 

2　アジア・ブロードバンド計画に基づくプロジェクト 
（1）ネットワーク・インフラ整備（ODA） 

ベトナム・南北光海底ケーブルの敷設、イラク・南北マイクロ基幹網整備計画、カンボジア・中部光ファイバ基幹通信網整備計画 
（2）アプリケーション・コンテンツ・基盤技術開発 

・アジア・ブロードバンド・プラットフォームの構築（光ファイバ等によるテストベッドを活用したアプリケーションの開発・実証等） 
・NICTアジア研究連携センター（タイ自然言語ラボラトリー、シンガポール無線通信ラボラトリー） 

（3）人材育成 
・総務省、JICA、APT等によりICT分野の人材育成を実施。参加者　約767人（2005年度） 
・技術協力プロジェクト：ベトナム第三国研修（電気通信）、インドネシア政府職員に対するICT能力向上計画、マレーシア・マルチメ
ディア・ネットワーク教育プロジェクト 
・専門家派遣：　2005年度　9名 

（4）防災のための情報通信システムの構築支援 
国際会議、政策対話等の機会を捉え、防災行政無線、津波警報等の放送システム等防災におけるICTの重要性・必要性について啓発 
 

図表3-9-1 アジア・ブロードバンド計画（概要）
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（2）二国間・多国間での取組
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（3）日中韓における協力・協調

○ 国際協力 
　　本協力枠組みの円滑な実施の支援、日中韓情報通信大臣会合の開催準備等に関する協力を行うためのワーキンググルー
プ設置 

 
○ 3G及び次世代移動通信 
　　無線インターネットサービス、移動通信の国際ローミング、移動通信技術及びサービスに関する共同研究開発等に関す
る協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ 次世代インターネット（IPv6）及び電子タグ／センサーネットワーク 
　　IPv6普及のための情報交換、電子タグ及びセンサーネットワーク技術に関する情報交換、ユビキタスネットワークに関
する情報交換等の協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ デジタルテレビ及びデジタル放送 
　　デジタル放送政策に関する情報交換、デジタル放送技術及びサービスに関する研究開発及び技術に関するセミナー開催
等に関する協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ ネットワーク・情報セキュリティ 
　　ネットワーク・情報セキュリティに関する政策及び制度、ハッキング、ウイルスを含むサイバー攻撃に対する共同対応、
オンライン上のプライバシー保護に関する協力を行うためのワーキンググループ設置 

 
○ オープンソースソフトウェア 
　　オープンソースソフトウェアのアプリケーションに関する評価、共同開発研究等に関する協力を行うための北東アジアオー
プンソースソフトウェア推進フォーラムの設置 

 
○ 電気通信サービス政策 
　　テレコムサービス政策に関する研究、相互接続に係る政策に関する情報、電気通信事業者間の紛争処理に関する情報交
換等を行うための政策フォーラムの設置 

 
○ 2008年北京オリンピック大会 
　　通信ネットワーク、ネットワーク・情報セキュリティ、電子政府の構築及び高度化に関する協力を行うための連絡体制
の設置 

図表3-9-2 第3回日中韓情報通信大臣会合「改正協力取決め」（概要）



1 世界情報社会サミットの概要

2 WSIS第2フェーズ
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（4）世界情報社会サミット（WSIS） ～国連主催による初の情報通信関係のサミット～

チュニスアジェンダ（要旨） 

１　前文 
２　資金支援メカニズム 
デジタル連帯基金について、「義務的でない性格を持
ち、既存のメカニズムを補完するものとして歓迎する」
という文言で合意 

３　インターネットガバナンス 
インターネット管理に関する課題について議論するフ
ォーラム（IGF)を設置、2006年第2四半期までに第１
回会合を開催 

４　実施とフォローアップ 
ジュネーブ行動計画の具体的な実施方法に関し、行動
計画のテーマごとに、ITU、UNESCO、UNDP等の国
際機関をモデレーターとして指名 

チュニスコミットメント（要旨） 

我が国の主な主張 

１　ジュネーブ基本宣言、行動計画に対する明
確な支持 

 
２　ジュネーブ行動計画等の着実な実施とフォ
ローアップの重要性 

 
３　デジタル・ディバイドを克服し、ミレニア
ム開発目標等の目標の達成を目指す 

 
４　政府、民間セクター、市民社会等のすべて
のマルチステークホルダーによる協調の必
要性 

○ユビキタスネット社会実現に向けた取組の重要性 
→チュニスコミットメント、チュニスアジェンダに記載 

図表3-9-3 チュニスコミットメント・チュニスアジェンダの概要
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※　総務省所管の情報通信分野に関連する案件の代表例を掲載    
※　無償資金協力、円借款は閣議決定ベース 

アンゴラ 
【無償資金協力】 
第２次ルアンダ市電話網 
整備計画 
9.01億円（13年度） 
9.75億円（14年度） 

 ラオス 
【無償資金協力】 
国際電話交換設備改善計画 
2.19億円（15年度） インドネシア 

【無償資金協力】 
インドネシア・テレビ公社（TVRI） 
ジャカルタ局報道部放送設備整備計画 
5.39億円（14年度） 
マルチメディア訓練センター訓練機材整備計画 
5.90億円（14年度） 
インドネシア国営テレビ（TVRI） 
マカッサル局放送設備整備計画 
4.59億円（15年度） 

アフガニスタン 
【無償資金協力】 
カブール・テレビ放送局 
機材整備計画 
23.48億円（14年度） 
  7.94億円（15年度） 

キルギス 
【無償資金協力】 
国営放送局番組制作 
機材整備計画 
6.81億円（16年度） 

セネガル 
【無償資金協力】 
国営放送局（RTS） 
TV放送機材整備計画 
7.26億円（17年度） 

エチオピア 
【無償資金協力】 
遠隔地教育拡充計画 
2.36億円（13年度） 
第２次遠隔地教育機材整備計画 
1.96億円（15年度） 

イラク 
【無償資金協力】 
南北基幹通信網整備計画 
71.54億円（16年度） 
市外電話交換機整備計画 
35.98億円（16年度） 

中国 
【円借款】 
放送施設整備計画 
202.02億円（15年度） 

ベトナム 
【円借款】 
南北海底ケーブル整備計画 
134.97億円（14年度） 
 

カンボジア 
【円借款】 
メコン地域通信基幹ネットワーク整備計画 
30.29億円（16年度） 

パプアニューギニア 
【無償資金協力】 
国立ラジオ放送局機材整備計画 
 8.20億円（15年度） 

ブルキナ・ファソ 
【無償資金協力】 
国営ラジオ放送局 
機材整備計画 
2.29億円（13年度） 
2.58億円（14年度） 

モンゴル 
【無償資金協力】 
短波ラジオ放送網整備計画 
11.27億円（14年度） 

図表3-9-4 過去5年間の資金協力の状況（平成13～17年度）

※　総務省所管情報通信分野に関連する案件のみを集計 
※　（　）内は前年度実績 
※　研修員受入、開発調査については、総務省ODA予算による研修、調査を含む 

研修員受入（人） 

専門家派遣（人） 

プロジェクト方式 
技術協力（件） 

開発調査（件） 

 電気通信関係 放送関係 合計 
 355 56 411 
 （512） （73） （585） 
 39 10 49 
 （23） （17） （40） 
 9 1 10 
 （10） （1） （11） 
 1 0 1 
 （0） （0） （0） 
 

図表3-9-5 JICAを通じた技術協力等の実施状況（平成17年度）

2 国際協力の推進
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1 ITU-Tにおける取組

2 ITU-Rにおける取組

Other 
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コンテンツ 
配信 …… 
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セッション 
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認証・ 
セキュリティ 課金管理 

Core node

Edge node
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access

Wireless 
LAN

プラットフォーム／ 
サービス基盤 

（サービス付与機能） 

ネットワーク基盤 
（トランスポート層） 

固定電話　パソコン　情報家電　PC　携帯電話 

コア網 

アクセス網 

図表3-9-6 次世代ネットワーク（NGN：Next Generation Network）の基本構成イメージ

3 国際標準化活動の推進


